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研究成果の概要（和文）：本研究では、科学技術にまつわる多元的な公共サービスを一体的に提供する事業主体
の社会的効果を計量評価する手法を開発するため、米国の非営利組織のフィランソロピーや英国の福祉など社会
的企業の評価に用いられ、利害関係者の価値を総合評価する手法である社会的投資収益率（SROI）の概念を利用
し、多元的公共サービスを結合生産する事業主体が産む社会的ジレンマを定量評価する手法の開発を試みた。

研究成果の概要（英文）：In this research, we tried to develop quantitative evaluation method of 
social return on investment under joint production of multiple public goods.　Based on social return
 on investment (SROI) analysis, the framework for measuring societal impacts relating to science, 
technology and innovation was developed.
The framework developed has been applied to cost-benefit-analysis of regional healthcare systems.

研究分野： 公共政策
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、成果が見えにくいとされる科学技術の社会的インパクトについて、計量し分析する手法につい
て、なぜ計量することが難しいのか、またできたとしても納得性が得られないのかを世界の先行研究を元に明ら
かにした。
　本研究の学術的意義は、科学技術の社会インパクト評価で重要になるのは、実用化になって直接的な便利さと
して感じられる前段階の価値について、様々な社会的便益を計算できるようにするための基本的な考え方・捉え
方が、数理的に高度な分析の精緻化を行う前に、そのためのフレームワークが定量化には重要になるという定量
化に際しての盲点を明らかにしたことにある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の公共政策の評価は、2001 年には政策評価法が制定され、問題点は孕みつつも制度化・

実務上の蓄積がされてきた。しかし、科学技術に関連する施策の評価は、長くピアレビュー、
さらに科学技術コミュニケーションの観点からは、理解増進・市民参画を図るテクノロジー・
アセスメントが重視されてきた。この結果、その社会的インパクトの定量評価は困難さととも
に後回しにされてきた。このため、科学技術に関する評価は、専門家による外部評価か、機関
評価における論文数等のアウトプット指標による評価が多い。しかし、民主党政権への交代時
の「事業仕分け」では、次世代スーパーコンピューター開発プロジェクトのように、他の政策
との優先度の判断やアウトカム目標など政策過程上の説明責任を果たすうえで、社会的コミュ
ニケーション・ギャップが顕在化した。ただ、これは日本だけの例外的な現象ではない。日本
と異なり統計的にも根拠ある各種評価プログラムを実施してきた欧米諸国でも財政危機の深刻
化ともに同様な傾向にある。科学研究に関する社会的効果測定手法は必要性とともに困難さが
認識されていた。 
政策執行の現場では、異なる政策分野の政策ミックスが、意図せざる効果を招く場合がある。

特に、異なる制度官庁の政策ミックスは、執行現場で多元的に公共サービスを産み出している
アクターに対し、意図せざる効果を与える場合がある。その好例が、臨床研修医制度の変更と
国立大学法人化に伴う国立大学付属病院に対する社会的影響である。大学附属病院は、医療法
により高度な医療と教育研究機能を担うとされている。科学技術の教育（人材育成）・研究活動
には、不即不離・不可分な一体的なプロセスが求められる。特に、医療系の大学病院では、診
療という公共サービスと高度先進医療の研究開発と医療人材の教育訓練が一体で実施される。
つまり、経済学の古典的には生産関数論でいう結合生産を行っている。国立大学では、運営の
効率化と自主性の確保と研修医の選択機会の確保というそれぞれの政策領域では、理にかなっ
た政策変更が同時期になされた。この結果、2000 年以降続く診療報酬の抑制策と相まって、地
域においては、医師不足等深刻な医療崩壊が懸念される事態を招くとともに、研究時間が減り
日本全体の科学研究論文数の半数近くを占める臨床医学系の論文が地方国立大学において他の
研究領域以上に顕著に減少するなど、科学技術と地域医療システムの双方に多大な影響をもた
らした。 
現実の政策過程の政策変更の前に、縦割りの政策領域を超えてわかりやすく選択肢が示され

ることは極めて稀である。このため、先述のような外部経済に属するような社会的な問題は、
実際に起きてから社会的に認識されることが多い。無論、問題が起きれば影響要因の分析は、
それぞれの政策上の立場から公共政策の政策分析・評価されている。ただ、反対に、共通言語
となる社会的インパクトに関する総合的な評価手法があれば、意図せざる不整合や効果を事前
に検討することができ、政策信念が異なるシステム間での調整が実施可能となる可能性がある。 
 
 

２．研究の目的 
本研究の目的は、米国の非営利組織のフィランソロピーや英国の福祉など社会的企業の評価

に用いられ、利害関係者の価値を総合評価する手法である社会的投資収益率（SROI）の概念を
もとに、科学技術にまつわる公共サービスを結合生産する事業主体が産む社会的ジレンマを定
量評価する手法を開発することである。地域医療、公会計、高等教育論、評価論、計量書誌学、
情報学の学際的研究により、多元的な公共サービスを提供する事業主体の社会的効果を計量す
ることで、政策への信念が異なる政策ネットワークの成員の対話・調整を促進する評価手法の
開発を目指した。 
 
 

３．研究の方法 
本研究では、科学技術にまつわる公共サービスを結合生産する主体が直面する社会的ジレン

マについて定量化する手法を開発するため、地域医療、公会計、高等教育論、政策評価、行政
経営、計量書誌学などの融合型の研究チームを組織して、研究を実施した。 
地域医療を題材に、分析フレームワークを構築していくこととし、歴史的視座に基づく地域

医療の構造分析と、社会的投資収益率に関して科学技術の評価・分析に適用するため、ステー
クホルダー分析に基づく社会的価値の概算積算モデルに関して、分析フレームワークの検討作
業を行った。併せて、今後の研究のベンチマークとして諸外国における科学技術の公的投資に
関するインパクト測定の評価システムの構築状況についても調査を行い、研究の方向性の妥当
性に関する検証を行った。 
 
 
４．研究成果 
研究の結果、明治期にさかのぼる我が国の地域医療に関する概説を通時的に分析することと

とともに、科学技術の社会的インパクト測定のフレームワーク開発を進捗させることができた。
さらに、諸外国の動向からそれに付随する情報システムの要件について、最新動向から洗い出
すことができた。  
また、計量書誌学と科学技術政策との関連では、科学技術政策において、基本方針や資源配



分の計画策定の際に示唆を 得る政策評価を行うために、世界の科学技術研究と国単位の研究動
向との乖離状況を把握する方法を研究し、専門家と利害関係者が課 題認識を共有できる情報提
供を目標に、科学技術・学術政策の支援対象である自然科学の研究動向を俯瞰できる手法を開
発することができた。科学技術と地域医療政策に関しては、国における医療・保険政策の動向
をまとめその意義について新しい国民健康保険制度が地域・ 医療機関にどのような影響をもた
らすかを考察したうえで、地域づくりの核としての病院の意義を明らかにした。さらに、地域
における医療システムの動態把握については、歴史的視点から研究を行い、自治体病院と大学
等との地域医療のガバナンスシステムについての巨視的なメカニズムについての解明を図り、
研究分担者の単著として刊行された。 
本研究は、医療と科学技術政策、さらに、計量書誌学の間で評価情報を複数手法の組み合わ

せにより統合的に運用する評価手法を考 案しようとするもので、科学技術・イノベーション政
策や高等教育における IR 活動という具体的な公共政策の実務に活用しうるポテンシャルを持
つ成果が得られた。 
当該研究の理論的基礎となる、社会的投資収益率については、科学技術評価への導入に関す

る方法論構築を行い、一定の成果を得て 、方法論的基礎については最も困難だった、研究上の
論点において進捗がみられた。これらについては、公共選択学会の論文誌の特集号や書籍等に
おいて刊行され、またこれら取り組みについて評価関連の米国評価学会など海外学会において
も紹介し、日本における研究評価研究の先端的な成果として紹介することで、一定の評価を得
るにいたった。計量書誌学的な研究については、研究費を用いてデータの購入を行い、マーケ
ティングデータを利用した臨床医学を除いた新たな計量書誌指標を開発することで、評価実務
にとって実用的な指標化手法が確立できた。  
本研究成果の理論的可能性については方法論として機能しうることが確かめられたが、成果

を社会実装していくことが、今後の課題である。 
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